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携帯電話基地局の運用データを基にした人口流動統計（OD量）を用いて移動経路の推計手法を開発すれ

ば，国内最大規模のサンプル数を基にした24時間365日ごとの出発エリア・到着エリア別移動経路を把握で

きる．本論文はその推計手法を提案および比較分析した．本論文では，人口流動統計を生成する過程で，

位置登録信号が観測されたエリアを通過エリアとして出力し，移動経路を推計する手法を提案した．具体

的には，出発エリアから到着エリアまでの移動中に観測された位置登録信号を通過エリアとして抽出し，

通過エリアを地図情報と照らし合わせて，移動経路を推計する手法を考案した．比較分析として，既存調

査と比較分析を行ったところ，高速道路の利用割合が整合する結果を得た． 
 

Key Words : urban transportation planning, mobile base station, mobile spatial dynamics, moving path, 
OD trip 

 

 

1. はじめに 

 

(1) 背景と目的 

携帯電話やカーナビゲーションシステムから取得され

る人や車の移動実態の常時取得が可能な交通関連ビッグ

データは，交通計画や防災計画などへの活用が強く期待

されており，研究や実用化が活発となっている． 

この交通関連ビッグデータのひとつである，携帯電話

基地局の運用データを基にした統計情報は，平成26年時

点で，ある時間のあるエリアにいる人の数（10時台A市

に15,000人，11時台A市に20,000人など）の滞留人口を示

す人口分布統計であった．そのため筆者らは，この統計

情報を交通計画へ適用することなどを目的に，この統計

情報からどこへ，どのような人が何人移動したかの情報

（OD量）を示す統計情報（以下，「人口流動統計」とい

う．）を開発した1)-3)．この人口流動統計を利用して，出

発エリア・到着エリア間でどの経路を利用したかを推計

できれば，下記の用途へ展開ができると考えられる． 
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・特定の出発エリア・到着エリア間の移動において，

新規バイパスや新規高速道路の開通により，どの経

路の交通量がどの程度変化しているのかの把握． 

上記の推計結果と近いことを示す既存統計情報として，

自動車交通量調査結果やETC2.0プローブ情報がある．自

動車交通量調査結果は，特定の日の実際の自動車交通量

を把握することができる．しかし，出発エリア・到着エ

リアごとの交通量は不明であり，人員や調査準備が伴う

課題がある．ETC2.0プローブ情報は，出発エリア・到着

エリア・移動経路ごとのトリップ数を示せる．しかし，

基データとなるETC2.0の利用率は年々増えているもの

の，18.6％4)と普及率が低いという課題がある．以上より，

既存統計情報は，上記の推計への利用には適していない．

一方，人口流動統計から上記の推計手法を開発すれば，

国内最大規模のサンプルデータを元にした24時間365日 

1時間単位の出発エリア・到着エリア間の移動経路を把握

できる．すなわち，既存統計情報の課題の解決策となる．

そこで，筆者らは，人口流動統計から移動経路を推計す

る手法を開発した．本論文では推計手法の提案およびケ

ーススタディによる推計結果と既存統計調査との比較分

析の結果を考察する． 

 

(2) 人口流動統計の特性 

これまで筆者らが開発した人口流動統計は，出発エリ

アと到着エリアごとのトリップを表すOD 量を推計した

統計情報である 2)．携帯電話基地局の運用データには，

携帯電話の位置データや性別・年代・居住地といった属

性データが含まれる．携帯電話の位置データは携帯電話

が所在する基地局の電波到達範囲（以下，「基地局セル」

という．）を示すデータであり，携帯電話の位置登録処

理によって基地局にて取得される．位置登録処理は，い

つどこにいても電話やメールができるように，携帯電話

が在圏する基地局セルを把握するために実施される．位

置登録処理は複数の基地局セルから構成される基地局セ

ルグループ外に移動した場合，もしくはおよそ 1 時間ご

とに行われる（図-1）．筆者らはこのような携帯電話網

の仕組みに着目し，人口流動統計を生成する手法を開発

した 2)．具体的には，位置登録処理が行なわれた後に，

所在した基地局セルと過去に所在した基地局セルとの移

動距離を算出し，所定のしきい値（本論文では 1km）を

超えた場合に移動と判定する．一方，所定の移動距離を

超えて移動せずに 1 時間以上滞在したことをもって滞留

中と判定する（図-2）3)．このとき，滞留から移動へ切り

替わる際に滞留した地点を出発エリア，移動から滞留へ

切り替わる際に滞留した地点を到着エリアとして抽出す

る．このように携帯電話の移動・滞留判定を行うことに

より，集計ゾーン間を移動する人口の推計が可能となる．

このとき，人口流動統計は，携帯電話利用者の個人情報

およびプライバシーを保護する，3 段階処理（非識別化

処理，集計処理，秘匿処理）を用いて生成される．非識

別化処理では，人口流動統計の作成に不要な携帯電話番

号などを除去することで個人識別性がないデータとする．

集計処理では，携帯電話台数から住民基本台帳データを

用いて性別・年代別・居住地別に拡大処理を行い，OD

ごとにトリップを集計する．秘匿処理では，少人数の場

合に出力データの対象から除去する．このような処理を

経て人口流動統計を生成するため，個人を特定すること

はできない情報となる．OD 量は，パーソントリップ調

査や全国道路・街路交通情勢調査（以下，「道路交通セ

ンサス」という．）で推計されるトリップに該当する統

計量であり，単位はトリップとなる（図-3）． 

上述した移動・滞留判定手法を用いてゾーン間のトリ

ップが抽出されるため，出発エリアおよび到着エリアは

1 時間以上滞留した地点が選定される．そのため，1 時間

滞在しなかった地点を出発エリアおよび到着エリアから 

 

 
図-1 位置登録処理 

 

図-2 移動・滞留判定処理 

 

 
図-3 人口流動統計のOD量の推計手法 
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知ることができない．また，出発エリアから到着エリア

までの移動経路を推計するための情報は取得できないと

いう課題がある．そのため，本論文では課題であった移

動経路を推計する手法を開発する． 

 

 

2. 既往研究との比較 
 
携帯電話基地局の運用データを基にした統計情報を利

用して交通計画等へ適用する手法は，今井ら5)の研究，

新階ら6)の研究，北川ら7)の研究，松島ら8)の研究，Gonzalez

ら9)の研究，長谷川ら10)の研究がある．今井らは，人口流

動統計とPT調査結果に基づく自動車トリップ換算係数，

PT調査結果に営業用車などのトリップを加味した自動

車トリップ換算係数，GPSデータに基づく自動車トリッ

プ換算係数それぞれ3パターンから，自動車OD量を推計

する手法を提示した．新階らは，人口流動統計とWEBア

ンケート調査結果を利用し，移動目的別や移動手段別の

OD量を生成した．北川らは，特徴的な移動となる高速道

路による移動手段判定手法を考案し，既存統計調査と比

較評価し，携帯電話基地局の運用データから移動手段を

把握できることを明らかにした．松島らは，人口流動統

計とETC2.0プローブ情報を組み合わせる事により，広域

的な道路交通状況を把握する手法を提案した．Gonzalez

らは，匿名化された10万人の長期間移動軌跡データを分

析し，人の移動に時間的・空間的な規則性があることを

示している．長谷川らは，CDR（Call Detail Records）を

用いて17人の移動経路を長期間の観測履歴を用いて推計

し，GPS観測履歴と比較を行っている． 

今井らの研究，新階らの研究，北川らの研究は，人口

流動統計を用いて移動手段や目的など付加価値がある

OD 量を求める手法を提案しているが，OD 間のどの移動

経路を利用しているかを分析していない．松島らは，

ETC2.0 プローブ情報を組み合わせることで，サンプル数

が多い状態で移動経路を分析できることを提案したが，

有用性の検証が未対応である．Gonzalez らの研究は，移

動経路を分析しているものの，移動経路の規則性を示す

のみであり，一つ一つのトリップがどの経路を利用した

のかを分析していない．これに対し本論文は，人口流動

統計を用いて，出発エリア・到着エリア間でどの経路を

利用したかを全トリップで一つ一つ推計し，経路毎のト

リップ数を推計する手法を提案する． 

 

 

3. 移動経路の推計手法の提案 
 

(1) 推計手法 

第1章の(2)で示したとおり，人口流動統計は，1時間以

上滞在した地点間を移動するトリップを表すOD量を推

計した統計情報である．出発エリアから到着エリアまで

の移動経路を推計するためには，移動中に観測される位

置登録処理に伴う信号（以下，「位置登録信号」という．）

を活用する必要がある．位置登録処理は携帯電話に対し

て着信を行うために実行されるもので，複数の基地局セ

ルから構成される基地局セルグループ外に移動した場合，

もしくはおよそ1時間ごとに行われる．着信処理は同一の

セルグループに所在する全ての携帯電話に対して一斉に

行われるため，セルグループが大きいと着信トラヒック

が増え，小さいと位置登録トラヒックが増える．このよ

うに着信トラヒックと位置登録数頻度のトレードオフが

存在するため，セルグループは最適な大きさに設計され

る．位置登録の仕組みによって，携帯電話が長い距離も

しくは長い時間かけて出発エリアから到着エリアまでに

移動した場合は，位置登録信号が観測される可能性が高

い．そのため，筆者らは人口流動統計を生成する過程で，

位置登録信号が観測されたエリアを通過エリアとして出

力することで，移動経路を推計する手法を試行した．具

体的には，出発エリアから到着エリアまでに移動中に観

測された位置登録信号をすべて抽出する（図-4）．仮に 

 

 

図-4 移動経路の推計手法 

表-1 従来のトリップデータ仕様 

集計日 出発エリア 到着エリア トリップ数 

20180731 A B 800 

 

表-2 移動経路別トリップデータ仕様 

集計日 出発 
エリア

到着 
エリア

通過 
エリア 

初回通過

フラグ 
トリップ

数 

20180731 A B X 1 100 

20180731 A B X 0 50 

20180731 A B Y 1 450 

20180731 A B Z 1 200 

20180731 A B -1 1 50 
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出発エリアから到着エリアまでのトリップにおいて一つ

でも通過エリアが抽出できれば，通過エリアを地図情報

と照らし合わせることで，移動経路を推計できる可能性

が高いと考えられる． 

位置登録信号が観測された基地局セルを通過エリアと

して抽出する際にはいくつか確認すべき課題がある．ま

ず，出発エリアから到着エリアまでの移動中に位置登録

信号が複数回観測されたケースを考える．位置登録の開

始時間は携帯電話により異なり，セルグループの定義は

必ずしも全ての携帯電話で同一ではないことから，複数

の通過エリアを経由したトリップに対してODごとに全

ての通過エリアを出力する場合に少人数になり，人口流

動統計を生成する過程で秘匿される可能性がある．その

ため，通過エリアが複数存在した場合，ODペアごとに一

つのみ出力することとする．このとき，通過エリアが一 

 
表-3 データ作成条件 

項目 集計条件 

時間解像度 ・1日（2015年 10月 20日（火）） 

出発エリア ・愛知県 

到着エリア ・東京都 

 

表-4 通過エリアの適用条件 

項目 適用条件 

移動経路間の距離 
・都心部 2km以上 

・郊外部 5km以上 

走行時間 ・30～60分程度 

走行距離 ・50～100km程度 

 
表-5 推計対象とした通過エリア 

高速道路 対象区間 

東名高速道路 ・浜名湖SA～焼津 IC区間 

新東名高速道路 ・浜松いなさ JCT～藤枝岡部 IC区間 

中央自動車道 ・東京都～愛知県区間 

 

 
図-5 高速道路沿線の基地局セル通過判定 

 

 
図-6 通過エリア（東海道新幹線除外なし） 

 
表-6 移動経路別トリップ数の推計値と整備効果の分析結果の比較結果 

データ 項目 
トリップ

総数 

自動車トリップ その他 

トリップ 

信号観測

なし 東名高速道路 新東名高速道路 中央自動車道 

移動経路別トリップ

数の推計値（東海道

新幹線除外なし） 

トリップ数（トリップ/日） 19,631 2,285 2,024 259 14,695 368

総数に対する自動車トリ

ップの割合（%） 
－ 11.6 10.3 1.3 74.9 1.9

自動車トリップ数に対す

る利用割合（%） 
－ 50.0 44.3 5.7 － －

移動経路別トリップ

数の推計値（東海道

新幹線除外あり） 

トリップ数（トリップ/日） 19,631 1,337 2,024 259 15,643 368

総数に対する自動車トリ

ップの割合（%） 
－ 6.8 10.3 1.3 79.7 1.9

自動車トリップ数に対す

る利用割合（%） 
－ 36.9 55.9 7.2 － －

整備効果の分析結果 トリップ数（トリップ/日） 29,100 6,800 19,900 2,400 － －

自動車トリップ数に対す

る利用割合（%） 
－ 23.4 68.4 8.2 － －

(c) Esri  Japan, ZENRIN CO.,LTD. 
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つの場合は，出力されるデータは，従来のトリップデー

形式となる．一方，通過エリアが複数抽出された場合，

従来のトリップデータに対して通過エリア数の分だけデ

ータを作成することとする．このとき，通過エリアとは

別に従来のトリップ数を推計できるようにする必要があ

る．そのため，通過エリアのうち，出発後に最初に信号

が観測されたエリアを示す初回通過フラグをつけること

で，初回通過フラグが「1」のOD ペアのみを集計すれば，

従来のトリップ数を推計できる仕様とする（表-2）．ま

た，通過エリアがない場合，通過エリアがないことを識

別するフラグ（例：－1）を付与する．同一の集計ゾーン

（例：市区町村）にて，複数の位置登録信号が観測され

た場合，一つの通過エリアとしてまとめることで，秘匿

される可能性を緩和する．このようにして通過エリアを

出力することで，出発エリアから到着エリアまでの移動

経路を推計することができるか検証を行う． 

 

(2) 比較分析 

 本節では，前節の推計手法を用いた移動経路別トリッ

プ数の比較分析する．ここでは，自動車及び新幹線，飛

行機等，どの交通手段も利用されており，自動車以外の

移動を誤計測する可能性が高いトリップである愛知県を

出発し，東京都まで移動するトリップを取り上げ（表-3），

東名高速道路・新東名高速道路・中央自動車道の 3 つの

高速道路の利用割合を推計できるかデータを作成した上

で分析する． 

まず，通過エリアを用いて移動経路を推計するため，

通過エリアとしてどのようなゾーニングを用いるかを考

案する．ここで考慮すべき点として，以下の 3 点があげ

られる． 

・基地局の設置密度 
・通過エリアにて信号が観測される可能性 
・秘匿の影響 

最初に基地局の設置密度から考案する．基地局の設置

間隔は都心部ではおおむね 500m から 1km，郊外部では

数 km であることから，異なる移動経路を利用したにも

拘わらず，位置登録信号を同一の基地局セルで観測され

るケースを対象外にするため，推計対象とする移動経路

間の距離として，都心部では 2km以上，郊外部では 5km

以上を確保する必要がある．次に，通過エリアで信号が

観測される可能性から考案する．たとえば，通過エリア

として 500m メッシュを適用した場合，通過エリア上で

信号が観測されれば移動経路を推計できる可能性が高い．

一方で，前述したとおり位置登録処理は複数の基地局セ

ルから構成される基地局セルグループ外に移動した場合，

もしくはおよそ 1 時間ごとに行われるため，高速道路を

移動中に特定の 500m メッシュで携帯電話が観測される

可能性はきわめて低いと考えられる．また，移動経路上

の複数のメッシュで観測されることになり，それぞれの

メッシュごとの観測数は少数になる可能性が高く，秘匿

処理により出力されない可能性が高い．高速道路の利用

割合の推計では，必ずしも通過エリアとして小さなゾー

ンを用いる必要がないことから，ある程度の区間を包含

するようなゾーニングが望ましい．位置登録処理は前述

したとおり，複数の基地局セルから構成される基地局セ

ルグループ外に移動した場合，もしくはおよそ 1 時間ご

とに行われる．セルグループはおおむね県単位に設計さ

れ，トラヒックの増大に伴い小さくなっていく傾向にあ

る 11)．このような携帯電話網の仕組みを考慮して，位置

登録信号が観測されるための走行時間として 30～60 分，

走行距離として 50～100km を適用条件として設定した

（表-4）．この適用条件を用いて，東名高速道路・新東

名高速道路・中央自動車道の 3 つの高速道路の利用割合

を推計するために，それぞれの高速道路上の通過エリア

として設定する区間を選定した（表-5）．ここで各区間

の高速道路は，国土数値情報ダウンロードサービス 12)の

高速道路時系列データを用いて，高速道路沿線から一定

距離内にある基地局セルにおいて，位置登録信号が観測

された場合，その高速道路を通過したトリップと推計す

る（図-5）．本研究では，高速道路沿線からの距離とし

て，山間部周辺では基地局セルが半径 1km以上である可

能性を考慮し，高速道路を走行していれば信号が観測さ

れるよう 3km以内と設定した． 

ここで，東名高速道路は東海道新幹線と重複する区間

が多く存在するため，東海道新幹線を利用したトリップ

が東名高速道路を通過したトリップとして推計される可

能性がある．これまで筆者らは，高速道路区間から新幹

線と重複している区間を除外したものを高速道路の通過

エリアとして設定した場合の有効性を明らかにした．本

論文でも，東名高速道路の通過エリアを用いたものとは 

 

 
図-7 東名高速道路・新東名高速道路を通る自動車トリップ数

（東海道新幹線除外あり，なし）と中央自動車道を通る

自動車トリップ数の比 
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別に，東海道新幹線と重複している区間を除外したもの

を東名高速道路の通過エリアとして用いて検証すること

とした（図-6）． 

 比較分析の際に真値とするデータとして，新東名（静

岡県）インパクト調整会議における開通後1年間の高速道

路の交通状況および整備効果13)の分析結果（以下，「整

備効果の分析結果」という．）を用いた．具体的には， 

2012年9月1日～2012年9月30日における中京圏以西～首

都圏以東の1日の平均利用交通量を用いた．愛知県から東

京都まで移動した総トリップ数及び自動車トリップ数に

対する，それぞれの高速道路の利用割合に係わる整備効

果の分析結果と比較分析を行った（表-6）．比較の結果，

図-7より，東海道新幹線除外なしの移動経路別トリップ

数の推計値よりも，東海道新幹線除外ありの通過エリア

による移動経路別トリップ数の推計値の方が整備効果の

分析結果と近い傾向を示した．高速道路を利用した経路

のトリップ数の割合を求める場合，高速道路の通過エリ

アから新幹線の通過エリアとの重複箇所を除外した方が

真値に近づくことが示された．なお，東名高速道路にお

ける整備効果結果と，東海道新幹線除外ありの結果のト

リップ数の比で約2倍近い差があるが，これは一般道路や

在来線を利用したトリップが含まれているためと考えら

れる．以上より，出発エリアから到着エリアへの移動経

路推計時に用いる高速道路の通過エリアと他の移動手段

の通過エリアに重複箇所が存在する場合は，重複箇所を

除外した方が良いと考えられる． 

次に参考として，移動経路別トリップ数を移動手段別

トリップ数の割合の観点から比較分析を行った．ここで，

移動手段別の割合を直接推計できないことから，移動手

段別トリップ数の割合の算出を試みた．まず，移動経路

別トリップ数の推計値（整備効果の分析結果と近い傾向

を示した東海道新幹線除外ありの通過エリアによる移動

経路別トリップ数の推計値とした．）のうち，東名高速

道路，新東名高速道路，中央自動車道それぞれを通過し

たトリップを自動車を利用したトリップとして合算した．

次に，前述した 3 つの高速道路以外の経路を通過したト

リップを新幹線を利用したトリップ，移動中に一度も位

置登録信号が観測されなかったトリップを飛行機を利用

したトリップとみなすことで，移動手段別の割合を算出

した上で既存統計調査と比較した（表-7）．既存統計調

査として，高速道路を利用したトリップには平成 27 年度

道路交通センサスOD 調査，新幹線を利用したトリップ

は平成 27 年度幹線鉄道旅客流動調査，飛行機を利用した

トリップには平成 27 年度航空輸送統計年報を用いた．こ

こで，道路交通センサスOD 調査は，トリップの単位が

自動車の台数であるため，道路交通センサスOD 調査の

うち，「自動車利用特性動車利用特性マスターデータ」

を用いて求めた平均乗車人数の 1.3 を自動車トリップ数

に掛け合わせて，人単位のトリップ数に変換した．平成

27 年度航空輸送統計年報は，10 月の中部空港から羽田空 

 
表-7 移動手段別トリップ数（割合） 

移動手段 既存統計調査 トリップ数の推計値 

総数 16,477（1.000） 19,631（1.000） 

自動車 2,292（0.139） 3,620（0.185） 

新幹線 13,892（0.843） 15,643（0.797） 

飛行機 293（0.018） 368（0.019） 

 

 
表-8 移動経路別トリップ数（移動手段推計あり，なし）の推計値と整備効果の分析結果の比較結果 

データ 項目 
トリップ

総数 

自動車トリップ 

東名高速道路 新東名高速道路 中央自動車道 

移動経路別トリップ

数の推計値（移動手

段推計なし，東海道

新幹線除外あり） 

トリップ数（トリップ/日） 19,631 1,337 2,024 259 

総数に対する自動車トリ

ップの割合（%） 
－ 6.8 10.3 1.3 

自動車トリップ数に対す

る利用割合（%） 
－ 36.9 55.9 7.2 

移動経路別トリップ

数の推計値（移動手

段推計あり，東海道

新幹線除外あり） 

トリップ数（トリップ/日） 19,631 475 1,516 163 

総数に対する自動車トリ

ップの割合（%） 
－ 2.4 7.7 0.8 

自動車トリップ数に対す

る利用割合（%） 
－ 22.1 70.4 7.6 

整備効果の分析結果 トリップ数（トリップ/日） 29,100 6,800 19,900 2,400 

自動車トリップ数に対す

る利用割合（%） 
－ 23.4 68.4 8.2 
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図-8 東名高速道路・新東名高速道路を通る自動車トリップ数

（移動手段推計あり，なし）と中央自動車道を通る自動

車トリップ数の比 

 

港までの旅客数であるため，10 月の平均旅客数を算出し

た．比較の結果，既存統計調査とトリップ数の推計値の

移動手段別トリップ数の割合の傾向はおおむね一致した． 

 

 

4. 移動手段の推計後に移動経路を推計する手法

の提案 
 
(1) 推計手法 
 第 3章では，高速道路を利用したトリップの移動経路

を推計する場合，全移動手段のトリップを対象に推計し

ている．本来であれば全移動手段のトリップでなく，高 

速道路を利用したトリップに限定して推計した方が望ま

しい．本節では，移動経路の推計前に北川らが提案した

高速道路を利用したか否かを推計する手法を利用して高

速道路を利用したトリップを抽出し，そのトリップを対

象に移動経路を推計し，比較分析を行った．なお，筆者

らが提案した高速道路を利用したか否かを推計する手法

は複数の手法が提案されているが，そのうち最も道路交

通センサスの値との差の絶対値の合計が少なかった新幹

線除外あり，周辺基地局範囲3km，ケース3「最高速道判

定及び沿線周辺通過判定」を実施する手法を採用した．

ここで，「最高速度判定」とは，最高速度がある条件を

満たした場合に高速道路利用トリップと判定する処理で

あり，「沿線周辺通過判定」とは，トリップ中に基地局

セルグループを跨いだ際に観測された信号が3回連続で

高速道路沿線の一定距離内にある基地局にある場合に，

高速道路を利用したトリップと判定する処理である． 

 

(2) 比較分析 

 既存の分析結果との比較結果は表-8のとおりである．

真値とするデータは，第3章と同様に整備効果の分析結

果を用いた．比較の結果，図-8より移動手段推計後に移

動経路別トリップ数を推計した値の方が整備効果の分析

結果の割合と近い傾向を示した．これは，それぞれの高

速道路に重複した一般道路や在来線を利用して移動した

トリップが移動手段推計を実施することにより，除外さ

れるためと考えられる．なお，新東名高速道路に関して

は，移動手段推計後に移動経路別トリップ数を推計した

値の方が整備効果結果の値より乖離が大きくなっている．

この要因として，既存の分析とデータ取得間に，遠州森

町スマートICが開通する等，新東名高速道路の利便性が

向上したためと考えられる． 

 

 

5. まとめ 
 
本章では，筆者らが開発した人口流動統計から移動経

路を推計する手法の提案及びケーススタディによる推計

結果と既存統計情報との比較分析の結果を考察した．ま

ず，人口流動統計から通過エリアを利用して移動経路を

推計する手法を提案した．次に，その手法を用いて，東

名高速道路・新東名高速道路・中央自動車道の3つの高速

道路を通過エリアとして設定し，東海道新幹線除外あ

り・なし，移動手段の推計あり・なしそれぞれの通過エ

リアによる移動経路別トリップ数の推計値と整備効果の

分析結果を比較した．最後に参考として，移動経路別ト

リップ数を移動手段別トリップ数の割合の観点から比較

分析を行った．その結果，以下のことを明らかにした． 

・高速道路を利用した経路別トリップ数の割合を求める

場合，高速道路に重複した新幹線を利用して移動した

トリップを除外するため，高速道路の通過エリアから

新幹線の通過エリアとの重複箇所を除外した方が真値

に近づく． 

・移動経路を推計する手法から求めた移動手段別トリッ

プ数の割合が既存統計調査と概ね一致する． 

・移動手段推計後に移動経路別トリップ数を推計した値

の方が高速道路に重複した一般道路や在来線を利用し

て移動したトリップを除外するため，移動手段推計を

実施せず移動経路別トリップ数を推計した値よりも真

値に近づく． 

 また，今後移動経路の推計手法の研究をさらに進める

上で課題となる点として以下の6点あげる． 

1点目は，移動経路の推計手法の評価方法が挙げられる．

特定の出発エリア・到着エリア間の移動において，新規

バイパスや新規高速道路の開通により，どの経路の交通

量がどの程度変化しているのかを推計できる，かつサン

プルが充分にある統計がない．そのため，本論文では，

代替として出発エリア・到着エリアを広くした移動経路

別トリップ数の割合で移動経路別トリップ数の推計値の

割合を比較した．また，移動手段別トリップ数の割合と，

2.83 

8.29 

2.91 

9.30 

5.16 

7.81 

0

1

2

3

4

5

6

7

8

9

10

東名高速道路 新東名高速道路

東
名

・
新

東
名

を
通

る
自

動
車

ト
リ
ッ
プ
数
と
中

央
道

を
通

る
自

動
車

ト
リ
ッ
プ
数

の
比

整備効果結果

移動手段推計あり(東海道新幹線除外あり)

移動手段推計なし（東海道新幹線除外あり）

I_561



 

 

既存統計調査の移動手段別トリップ数の割合を比較した．

しかし，本来は出発エリア・到着エリアごとの移動経路

別トリップ数の割合で評価をする必要がある． 

 2点目は，比較対象データの年度の整合が挙げられる．

人口流動統計の最古のデータは2015年である．そのため，

本論文での移動経路別トリップ数の推計値はこの年度

（2015年度）だが，比較対象とした整備効果の分析結果

の対象年度（2012年度）と乖離があり，その年度間に対

象範囲内で事故やイベントが起こった際に大きく交通量

が変化するという課題がある． 

 3点目は，移動経路の推計時にその移動経路を通る移動

手段以外の通過エリアとの重複箇所を除外すべきか否か

の確認が挙げられる．本論文では，高速道路を利用した

経路のトリップ数の割合を求める場合，高速道路の通過

エリアから新幹線の通過エリアとの重複箇所を除外した

方が良いことが示された．しかし，新幹線以外のその他

の移動手段の通過エリアとの重複箇所も除外すべきか否

かを確認する必要がある． 

 4点目は，実際は1つのODにもかかわらず，人口流動統

計では2つ以上のODに分割される点が挙げられる．例え

ば，途中でサービスエリアにて1時間休憩した場合，実際

は1つのODであるにもかかわらず，人口流動統計の特性

の関係上，出発地発・休憩したサービスエリア着，休憩

したサービスエリア発・到着地着の2つのODに分割され

る可能性がある．そのため，対象とした移動経路上で 

1時間滞在した場合は出発地・到着地と定義しないなど，

移動経路の推計手法におけるODの推計方法を変更する

必要がある． 

 5点目は，途中で別の経路を通るトリップの誤抽出が挙

げられる．本論文では，通過エリア内で信号を1回以上抽

出した場合，指定の経路を利用したとしているが，信号

抽出後，別の経路を移動している可能性があることに留

意する必要がある． 

 6点目は，出発エリア・到着エリアに応じた通過エリア

の適用条件の選定が挙げられる．本論文では，出発エリ

ア・到着エリアに関係なく通過エリアの適用条件を設定

したが，基地局の設置密度は場所により異なるため，出

発エリア・到着エリアによって適用条件を変更する必要

がある． 
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AN EXAMINATION INTO AN ESTIMATION METHOD OF MOVING PATHS  
BASED ON OPERATIONAL DATA OF MOBILE SPATIAL DYNAMICS 

 
Daiki KITAGAWA, Aya FUKUTE, Hirotaka SEKIYA, Toshiro ITOUJI,  

Daizo IKEDA, Tomohiro NAGATA and Ryuichi IMAI 
 

If we develop an estimation method of moving paths using mobile spatial dynamics (quantity of OD) 
generated from the operational data of mobile phone base stations, it would allow us to capture moving 
paths on a 24-hour 365-day basis. This study proposed an estimation method of moving paths and 
compared it with an existing investigation. 

This study outputted the area where position signals were observed in the process that produced mobile 
spatial dynamics and proposed an estimation method of moving paths. Specifically, we devised an 
estimation method of moving paths that extracted position signals observed during movement to the 
destination area from the origin area as the pass area and compared the pass area with map information. 
Through comparing it with an existing investigation, we obtained results that generally match expressway 
use ratios. 
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